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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】陽子による部材の放射化を低減することが可能
な複合型ターゲット、複合型ターゲットを用いる中性子
発生方法、及び複合型ターゲットを用いる中性子発生装
置を提供する。
【解決手段】複合型ターゲット８は、ベリリウム材料（
又はリチウム材料）１と結晶配向性炭素材料２を重ね合
わせて成る複合体の形状を有するターゲット３、及びタ
ーゲット３の側面及び内部に冷媒の流路５を有する冷却
機構６を付帯している。冷媒の流路５としては、液体の
冷媒の流路だけでなく、気体の冷媒の流路も設けること
ができる。ターゲット３には、大気側に位置するの結晶
配向性炭素材料２の表面をシールするための真空シール
４が施されている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　陽子を衝突させて中性子を発生させるためのターゲットが、ベリリウム材料及びリチウ
ム材料のいずれか一つの材料と結晶配向性炭素材料を重ね合わせて成る複合体であること
を特徴とする複合型ターゲット。
【請求項２】
　前記複合型ターゲットが、該複合型ターゲットの表面に真空シールを付帯することを特
徴とする請求項１に記載の複合型ターゲット。
【請求項３】
　前記複合型ターゲットが、該複合型ターゲットの表面に真空シールを付帯し、且つ、該
複合型ターゲットに冷媒流路を有する冷却機構を付帯することを特徴とする請求項１に記
載の複合型ターゲット。
【請求項４】
　陽子をターゲットに衝突させて中性子を発生させるための中性子発生方法において、
　陽子が２MeV以上１１MeV未満の陽子であり、
　ターゲットが請求項３の複合型ターゲットであり、
　該複合型ターゲットに前記陽子を真空下で衝突させることによって核反応による中性子
を発生させると共に該複合型ターゲットの冷却機構によってターゲットを冷却することを
特徴とする中性子発生方法。
【請求項５】
　陽子発生のための水素イオン発生部と、
　水素イオン発生部で発生する陽子を加速するための加速器と、
　加速器によって加速された陽子を照射するための陽子照射部と、
　陽子を衝突させて中性子を発生させるためのターゲットと、を備え、
　前記加速器が線形加速器であり、
　前記ターゲットが請求項３の複合型ターゲットであることを特徴とする中性子発生装置
。
【請求項６】
　線形加速器が陽子を２MeV以上１１MeV未満の範囲に加速することができる線形加速器で
あることを特徴とする請求項５に記載の中性子発生装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、陽子をターゲットに衝突させることによって中性子を発生させるためのター
ゲットに関するものである。さらに詳しくは、低エネルギーの陽子を用いて中性子を発生
させるための新規のターゲットを提供するものであり、ターゲットの熱問題の解決、及び
陽子・中性子によるターゲット部材等の放射化の低減のためのターゲットを提供するもの
である。
【背景技術】
【０００２】
　近年、選択的ながん治療として期待されているホウ素中性子捕捉療法（ＢＮＣＴ: Boro
n Newtron Capture Therapy）のための中性子発生方法及び装置の研究開発が盛んに行わ
れている。これらは、例えば、特許文献１～１２に開示されている。
【０００３】
　特許文献１は、高周波四重極線形加速器（ＲＦＱライナック：Radio Frequency Quadru
pole Linac）の例えば３０MeV～４０MeVの重陽子線をリチウムに衝突させてLi(d,n)反応
を起こさせ中性子を発生させ、中性子減速材を介して治療用の熱中性子・熱外中性子を発
生させることを特徴としている。
【０００４】
　特許文献２は、中性子を発生させるためのターゲットに関し、大強度陽子線を衝突させ
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るターゲットの冷却材に対する耐食性を改善するために、低水素吸収体であるNb、Pt、Au
、Al、Be、Cr、ステンレス鋼又はその合金で被覆されたタングステンを用いることを特徴
としている。
【０００５】
　特許文献３は、液体状のリチウム、又は核融合反応の触媒作用を持つ金属との合金の表
面に重水素イオンビームを衝突させることによって非熱核融合反応を誘発することによっ
て中性子を発生させることを特徴としている。
【０００６】
　特許文献４は、サイクロトロン等で発生させる２０MeV以上のエネルギーを有する陽子
線をタンタル、タングステン等の重金属に衝突させることによって核破砕反応物質を含む
中性子を発生させ、同中性子を中性子減速部及び鉛で構成されるフィルターを介して有害
な核破砕反応物質及び高速中性子を除去することによって治療用の熱中性子・熱外中性子
を発生させることを特徴としている。
【０００７】
　特許文献５は、固定磁場強収束（ＦＦＡＧ:Fixed Field Alternating Gradient）－内
部標的（ＥＲＩＴ：Emittance Recovery Internal Target）方式による中性子発生方法及
び装置を開示している。そして、特許文献５は、サイクロン型の陽子貯蔵リングで周回増
強された１１MeV以上１５MeV未満のエネルギーを有する陽子線又は重陽子線を同リング内
に設けたベリリウム製のターゲットに衝突させることによって発生させた中性子を重水等
の減速材を介して治療用の熱中性子・熱外中性子に調整することを特徴としている。
【０００８】
　特許文献６は、ＲＦＱライナックやドリフトチューブライナックで加速された出力３０
ｋW程度、１１MeV程度以上の陽子線を金属ターゲットに衝突させて中性子を発生させるた
めのターゲットを開示している。また、該ターゲットが金属ターゲットであり、好ましく
はベリリウムであることが開示されている。そして、特許文献６は、該ターゲットの厚み
が同ターゲット中における陽子線の飛程と略同等又はそれよりもわずかに大きくし、又、
ターゲットを冷却するためにターゲットの伝熱面積と同程度以上の伝熱面積を有する金属
板を介して冷却することを特徴としている。
【０００９】
　特許文献７は、線形加速器を用いて例えば１１MeVの陽子線をベリリウム製のターゲッ
トに衝突させることによって１０keV以上の速中性子を発生させ、該速中性子を重水等の
減速材を通過させることによって１０keV未満の熱外中性子又は０．５eV以下の熱中性子
に調整することを特徴としている。
【００１０】
　特許文献８は、リチウムターゲットを製造する方法が、圧延されたリチウム薄膜を銅製
の基板上に圧着する方法であることを特徴としている。
【００１１】
　特許文献９は、Li（p,n）反応の閾値（約２MeV）よりもやや大きいエネルギーの陽子を
ターゲットに衝突させて中性子を発生させるためのリチウム製ターゲットについて、リチ
ウムの溶融防止のためのターゲットの構造が、冷却機構を有するブロックに円錐形状の切
り込みを施し、該円錐形状の切り込み表面にバッキングホイル基板上に付着させたベリリ
ウム被覆のリチウム薄膜を付着させた構造であることを特徴としている。
【００１２】
　特許文献１０は、中性子発生用リチウム製ターゲットについて、リチウム粒子の溶融防
止及び発熱によって液状化したリチウムの漏れ防止のためのリチウム粒子の構造が、リチ
ウム粒子を焼結カーボン、炭化ケイ素、炭化ジルコニウムの順番で順次被覆した構造であ
ることを特徴としている。
【００１３】
　特許文献１１は、ＢＮＣＴ用のリチウム製ターゲットについて、リチウムターゲットが
鉄基板、タンタル基板、またはバナジウム基板上に付着させたリチウムであることを特徴
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としている。
【００１４】
　特許文献１２は、出力２０ｍA-５０ｋW、２.５MeV程度のエネルギーの陽子をターゲッ
トに衝突させて中性子を発生させるためのリチウム製ターゲットについて、リチウムの溶
融防止のためのターゲットの構造が、冷却機構を有する円錐形状の伝熱板の表面にパラジ
ウム薄膜を設け、該パラジウム薄膜上にリチウム薄膜を付着させた構造であることを特徴
としている。
【００１５】
　しかしながら、以上の特許文献１～７に開示された方法及び装置は、ターゲットに衝突
させる陽子線又は重陽子線の加速エネルギーが少なくとも１１MeVの高エネルギー陽子線
を必要としている。そのため、以上の特許文献１～７に開示された方法及び装置では、陽
子線又は重陽子線発生のための大型の加速器が必要であること、高エネルギー陽子線によ
るターゲット等の部材の著しい放射化が生じること、ターゲットを冷却するための大型の
冷却装置が必要であること、液体ターゲットの場合には取り扱いが容易ではないこと、固
体状ターゲットの場合にはターゲットの溶断を防止するために比較的厚めのターゲット材
料を熱伝導性の金属製支持体に付着させていること、中性子発生用のターゲット材料が重
金属などの金属製の場合には、人体に極めて有害であり且つ装置部材の放射化能も高い高
速中性子がかなり混在して発生しているので一次発生中性子を減速するための大がかりな
減速装置が必要であること、有害且つ放射化能の高い陽子線、中性子及び核反応副生物質
を吸収又は除去するための特殊な安全管理システムが必要であること、反応副生物である
活性水素によるターゲット材料の脆化防止対策、等の実用上における問題があった。特に
陽子線及び中性子によるターゲット等の部材による放射化の問題は、放射化部材から受け
る放射線被曝の問題であるので、解決すべき重要な課題であった。また、特許文献６にみ
られるように、ベリリウムの固体ターゲットを用いる場合には、ターゲットで発生する熱
の除熱が必須であることから、ターゲットを支持するための金属製支持材の伝熱面積を大
きくする工夫が提案されたが、熱応力による接着界面の剥離や活性水素による支持材の脆
化及び剥離を防止することは困難であった。また、以上の特許文献８～１２に開示された
リチウム製の固体ターゲットの場合には、低融点であるリチウム（融点が約１８０℃）の
溶融防止のために、リチウム薄膜の支持体である伝熱板の構造に関する工夫やリチウム粒
子を高融点材料で被覆する方法が提案されているが、これらの方法では冷却効率の飛躍的
な向上は期待されないので、リチウムの溶融を防止することは困難であると考えられる。
以上の問題を解決するためには、陽子の衝突によって生じるターゲットの熱問題の解決、
及び陽子・中性子によるターゲット等の部材の放射化の低減のためのターゲットの開発が
切望されていたが、これまで上記問題を解決するようなターゲットは知られていないのが
現状である。そのため、本発明者らは、先に、特願２０１０－２６４７２４号、特願２０
１１－０４８１８７号、及び特願２０１１－１１３９５０号を出願し、上記問題を解決す
ることが可能な複合型の新規ターゲットを提案した。該複合型ターゲットは、ベリリウム
材料（又はリチウム材料）と非金属材料から成る複合型ターゲットであるので、陽子との
衝突による核反応を上記二種類の材料で分担して行うことができる。そして、該複合型タ
ーゲットは、ターゲットを構成するベリリウム材料（又はリチウム材料）及び非金属材料
が持つ陽子及び中性子に対する特有の物性によって、陽子及び中性子による放射化を低減
できること、有害且つ放射化能の高い速中性子が低減された低エネルギー中性子の吸収が
低いこと、非金属材料が持つ中性子の減速機能によって速中性子の発生が抑制されること
、ターゲットで発生する熱の除熱が容易であること、非金属材料がベリリウム材料（又は
リチウム材料）の支持材及び冷却材として機能しうるので、従来ターゲットとして用いら
れてきたベリリウム（又はリチウム）よりも薄いベリリウム（又はリチウム）を用いても
ベリリウム（又はリチウム）の切断や溶融を防止できること、等の顕著な効果を有するも
のである。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【００１６】
【特許文献１】特開平１１－１６９４７０号公報
【特許文献２】特開２０００－１６２３９９号公報
【特許文献３】特開２００３－１３０９９７号公報
【特許文献４】特開２００６－４７１１５号公報
【特許文献５】特開２００６－１５５９０６号公報
【特許文献６】特開２００６－１９６３５３号公報
【特許文献７】特開２００８－２２９２０号公報
【特許文献８】特開２００７－３０３９８３号公報
【特許文献９】特開２００９－０４７４３２号公報
【特許文献１０】米国特許第４５９７９３６号明細書
【特許文献１１】国際公開第０８/０６０６６３号
【特許文献１２】米国特許出願第２０１０/００６７６４０号明細書
【非特許文献】
【００１７】
【非特許文献１】M. A. Lone, et. al., Nucl. Instr. Meth. 143 (1977) 331.
【非特許文献２】タイトル：結合型液体水素冷中性子源の中性子特性、著者：鬼柳善明、
小林英樹、岩佐浩克、Bulletin of the Faculty of Engineering, Hokkaido University,
 151:101-109 (1990-07-30)
【非特許文献３】放射線施設のしゃへい計算実務マニュアル、2007、（財）原子力安全技
術センター監修
【非特許文献４】K. Shibata, O. Iwamoto, T. Nakagawa, N. Iwamoto, A. Ichihara, S.
 Kunieda, S. Chiba, K. Furutaka, N. Otuka, T. Ohsawa, T. Murata, H. Matsunobu, A
. Zukeran, S. Kamada, and J. Katakura,“JENDL-4.0 : A New Library for Nuclear Sc
ience and Engineering", J. Nucl. Sci. Technol. 48 (2011) 1-30.
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１８】
　本発明は、上記の事情に鑑み、低エネルギーの陽子を用いて中性子を発生させるための
新規のターゲットを提供することを目的としている。さらに詳しくは、低エネルギーの陽
子の照射によって中性子の発生が可能であり、陽子及び中性子によるターゲット等の部材
の放射化の低減が可能であり、及びターゲット材料の熱問題や水素脆化の問題を根本的に
解決することが可能な新規の中性子発生用ターゲットを提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　本発明者らは、上記の目的を達成するために鋭意研究を重ねた結果、先に本発明者等が
提案した複合型ターゲットを構成する非金属材料として結晶配向性炭素材料を用い、ター
ゲットをベリリウム材料（又はチウム材料）と上記結晶配向性炭素材料を重ね合わせて成
る複合体とすることによって、陽子及び中性子による部材の放射化の低減や有害且つ放射
化能の高い速中性子の低減が可能であるだけでなく、先に本発明者等が提案した発明の効
果よりもさらに効果的にターゲット材料の熱問題や水素脆化の問題を根本的に解決するこ
とが可能であることを見いだし、この知見に基づいて本発明を完成するに至った。
【００２０】
　すなわち、本発明は、
１．陽子を衝突させて中性子を発生させるためのターゲットが、ベリリウム材料及びリチ
ウム材料のいずれか一つの材料と結晶配向性炭素材料を重ね合わせて成る複合体であるこ
とを特徴とする複合型ターゲット。
２．前記複合型ターゲットが、該複合型ターゲットの表面に真空シールを付帯することを
特徴とする上記１に記載の複合型ターゲット。
３．前記複合型ターゲットが、該複合型ターゲットの表面に真空シールを付帯し、且つ、
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該複合型ターゲットに冷媒流路を有する冷却機構を付帯することを特徴とする上記１に記
載の複合型ターゲット。
４．陽子をターゲットに衝突させて中性子を発生させるための中性子発生方法において、
　陽子が２MeV以上１１MeV未満の陽子であり、
　ターゲットが上記３の複合型ターゲットであり、
　該複合型ターゲットに前記陽子を真空下で衝突させることによって核反応による中性子
を発生させると共に該複合型ターゲットの冷却機構によってターゲットを冷却することを
特徴とする中性子発生方法。
５．陽子発生のための水素イオン発生部と、
　水素イオン発生部で発生する陽子を加速するための加速器と、
　加速器によって加速された陽子を照射するための陽子照射部と、
　陽子を衝突させて中性子を発生させるためのターゲットと、を備え、
　前記加速器が線形加速器であり、
　前記ターゲットが上記３の複合型ターゲットであることを特徴とする中性子発生装置。
６．線形加速器が陽子を２MeV以上１１MeV未満の範囲に加速することができる線形加速器
であることを特徴とする上記５に記載の中性子発生装置、に関する。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明の一つは、ターゲットをベリリウム材料（又はリチウム材料）と結晶配向性炭素
材料を重ね合わせて成る複合体とする複合型ターゲットであり、一つは、該複合型ターゲ
ットが真空シールを付帯する複合型ターゲットであり、一つは、該複合型ターゲットが真
空シール及び冷却機構を付帯する複合型ターゲットであり、一つは、中性子発生源として
真空シール及び冷却機構を付帯させた上記複合型ターゲットを用いる中性子発生方法であ
り、もう一つは、中性子発生源として真空シール及び冷却機構を付帯させた上記複合型タ
ーゲットを用いる中性子発生装置である。本発明複合型ターゲットの機能は、主要機能と
しての「核反応による中性子発生」の他に、「陽子及び中性子による部材の放射化の低減
」、及び「ターゲットの効率的な冷却」である。本発明は、上記二種類の材料から成る複
合型ターゲットであるので、上記ターゲットの機能を二種類の材料で役割分担して行うこ
とが可能である。すなわち、ベリリウム材料（又はリチウム材料）が持つ陽子に対する特
有の性質によって低エネルギーの陽子を用いて低エネルギーの中性子を発生可能である、
結晶配向性炭素材料が持つ陽子及び中性子に対する特有の性質によって陽子及び中性子に
よるターゲット等の部材の放射化を顕著に低減可能である、結晶配向性炭素材料の配向面
における高い熱伝導性及び熱拡散性によってターゲットで発生する熱を配向面に沿って速
やかに伝導させることが可能である、さらには上記複合体を両材料が交互に重なるように
複数個積層させることが可能なので、ターゲットの熱負荷を各複合体に分散可能である。
すなわち該複合体の積層数を増やすことによって伝熱面積の飛躍的な向上が可能なので、
ターゲットで発生する熱をさらに効果的に配向面に沿って速やかに伝導させることが可能
であり、又、伝熱された熱をターゲットが付帯する冷却機構によって系外に排熱すること
によってターゲットの効率的な冷却が可能である。また、この効率的な冷却によって従来
固体ターゲットとしての利用が困難であった低融点のリチウム（融点：約１８０℃）でも
利用可能であること、ターゲット材料の水素脆化を防止できること、ベリリウム材料（又
はリチウム材料）と結晶配向性炭素材料の接着界面での剥離を防止できること、結晶配向
性炭素材料がベリリウム材料（又はリチウム材料）の支持材及び冷却材として機能しうる
ので、従来用いられてきたベリリウム（又はリチウム）よりも薄いベリリウム（又はリチ
ウム）を用いてもベリリウム（又はリチウム）の溶断や溶融を防止できること、等の副次
的効果が得られる。また、前記複合型ターゲットが付帯する真空シールによって真空下で
の核反応が可能であり、更には大気との接触によるターゲット材料の酸化劣化を防止可能
である。また、前記複合型ターゲットに設けた冷却機構によってターゲットで発生する熱
の系外への実際上の排熱によるターゲットの冷却を可能にする。これらの効果によって、
本発明複合型ターゲットは、ターゲットの熱問題を解決し、ターゲット等の部材の放射化
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を低減しつつ低エネルギーの中性子を安定的に発生しうる。
【００２２】
　また、本発明複合型ターゲットに衝突させる陽子の発生源として従来のシンクロトロン
やサイクロトロンに比べると飛躍的に小型の加速器である線形加速器を用いることが可能
であるので、本発明複合型ターゲットを小規模の医療機関に設置可能な小型線形加速器に
設けることによってＢＮＣＴ等の医療用中性子を発生することが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】実施の形態に係るターゲットが、ベリリウム材料（又はリチウム材料）と結晶配
向性炭素系材料を重ね合わせて成る複合体とするターゲット、該ターゲットの表面に真空
シールが施され、該ターゲットに冷媒流路を有する冷却機構を付帯している複合型ターゲ
ットであることを例示する断面図である。そして、冷媒流路を設けた冷却機構がターゲッ
トの側面に付帯され、ターゲットの内部にも冷媒流路が独立に設けられている複合型ター
ゲットを例示する断面図である。
【図２】実施の形態に係るターゲットが、ベリリウム材料（又はリチウム材料）と結晶配
向性炭素材料を重ね合わせて成る複合体とするターゲット、該ターゲットの表面に真空シ
ールが施され、該ターゲットに冷媒流路を有する冷却機構を付帯している複合型ターゲッ
トであることを例示する断面図である。そして、冷媒流路を有する冷却機構がターゲット
の側面に付帯され、ターゲットの内部にも冷媒流路が設けられており、該内部の冷媒流路
が上記冷却機構の冷媒流路と連結している複合型ターゲットを例示する断面図である。
【図３】実施の形態に係るターゲットが、ベリリウム材料（又はリチウム材料）と結晶配
向性炭素材料を重ね合わせて成る複合体を両材料が交互に重なり合うように複数個積層さ
せた複合体とするターゲット、該ターゲットの表面に真空シールが施され、該ターゲット
に冷媒流路を設けた冷却機構を付帯している複合型ターゲットであることを例示する断面
図である。そして、冷媒流路を設けた冷却機構がターゲットの側面に付帯している複合型
ターゲットを例示する断面図である。
【図４】実施の形態に係る本発明複合型ターゲットを用いた中性子発生方法を例示する概
略図である。
【図５】実施の形態に係る本発明複合型ターゲットを用いた中性子発生装置を例示する概
略図である。
【図６】比較のためのターゲットを例示する断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　前記説明の如く本発明複合型ターゲットをベリリウム材料（又はリチウム材料）と配向
性炭素材料を重ね合わせて成る複合体とする主な理由は、前記説明の如くターゲットの機
能を上記二種類の材料で機能分担させることにある。ベリリウム材料及びリチウム材料を
用いる理由は、主として、低エネルギーの陽子との衝突によって低エネルギーの中性子を
発生させるためであり、ベリリウム材料は、４MeV～１１MeVの陽子によって9Be（p,n）反
応を起こさせることが可能であり、リチウム材料は、２MeV～４MeVの陽子によって9Li（p
,n）反応を起こさせることが可能である。また、ターゲットのもう一つの材料として結晶
配向性炭素材料を用いる理由は、主として、陽子及び中性子による放射化を低減し、結晶
配向性炭素材料が有する配向面における高い熱伝導性及び熱拡散性を利用することによっ
てターゲットで発生する熱を速やかに配向面に沿って伝導するためである。また、結晶配
向性炭素材料は、ベリリウム材料やリチウム材料に比べて中性子発生効率は小さいものの
陽子との衝突によって中性子を発生することが可能であるためである。
【００２５】
　本発明におけるベリリウム材料とは、周期律表における二族元素の中から選ばれたベリ
リウム元素の単一元素材料（ベリリウム元素の単体金属であり、以後、ベリリウムという
）、ベリリウム化合物、及びベリリウム複合材料のことである。また、本発明におけるリ
チウム材料とは、周期律表における一族元素の中から選ばれたリチウム元素の単一元素材
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料（リチウム元素の単体金属であり、以後、リチウムという）、リチウム化合物、及びリ
チウムの複合材料のことである。本発明で、ベリリウム、ベリリウム化合物、及びベリリ
ウム複合材料をベリリウム材料と総称し、リチウム、リチウム化合物、及びリチウム複合
材料をリチウム材料と総称したのは、中性子発生の原理が、特定元素に特有の核反応に基
づいているからである。すなわち、ターゲットへの加速陽子の照射による中性子発生の原
理は、陽子とターゲットに含まれている特定元素の原子との物理的な核反応に基づくもの
であるので、ターゲットが特定元素の化合物及び複合材料である場合も該特定元素の単体
の場合と同様の核反応によって中性子を生ずるからである。すなわち、本発明では、ベリ
リウムやリチウム以外に、ベリリウム化合物及びベリリウム複合材料、リチウム化合物及
びリチウム複合材料を用いることができる。ターゲットとして上記特定元素の化合物や複
合材料を用いる場合には、該化合物や複合材料に含まれる特定元素（ベリリウム元素及び
リチウム元素のこと）以外の元素が陽子や中性子による放射化を受けないような、また副
生水素原子との反応によって有害物質を生じないような元素であることが望ましい。この
ような元素としては、ホウ素、炭素、ケイ素、窒素、りん、酸素、硫黄等を挙げることが
できる。
【００２６】
　本発明におけるベリリウム材料とは、ベリリウム、ベリリウム化合物、及びベリリウム
複合材料のことである。ベリリウム化合物としては、例えば、酸化ベリリウム（BeO）、
窒化ベリリウム（Be3N2）、炭化ベリリウム、水酸化ベリリウム（Be(OH)2）、酢酸ベリリ
ウム（Be(CH3CO2)2）、炭酸ベリリウム（BeCO3）、硫酸ベリリウム（BeSO4）、硝酸ベリ
リウム（Be(NO3)2）、リン酸ベリリウム（Be3(PO4)2）、ケイ酸ベリリウム（Be2SiO4）、
アルミン酸ベリリウム（Be(AlO2)2)、チタン酸ベリリウム（BeTiO3）、ニオブ酸ベリリウ
ム（Be(NbO3)2）、タンタル酸ベリリウム（Be(TaO2)2）、等を挙げることができるがこれ
らに限定するものではない。また、ベリリウム複合材料としては、ベリリウムホウ酸塩ガ
ラスやメタリン酸ベリリウムガラス等のベリリウムガラス、ベリリウムガラスを主成分と
して含むベリリウムガラスセラミック、マグネシウムベリリウム合金やアルミニウムベリ
リウム合金等のベリリウム合金、酸化ベリリウムを主成分として含むベリリウムセラミッ
ク、ベリリウム元素を固溶しているベリリウム固溶セラミック、ベリリウム原子内包フラ
ーレン、等を挙げることができるがこれらに限定するものではない。以上のベリリウム材
料の中でベリリウム及び酸化ベリリウムは9Be(ｐ,ｎ)反応の閾値（約４MeV）が比較的高
いものの高融点（ベリリウムの融点：約１２７８℃、酸化ベリリウムの融点：２５７０℃
）であるので最も好ましい。ベリリウムガラス、ベリリウムセラミック、ベリリウム原子
内包フラーレンは、ベリリウムの単体が溶出することがないので好ましい。
【００２７】
　本発明におけるリチウム材料とは、リチウム、リチウム化合物、及びリチウム複合材料
のことである。リチウム化合物としては、例えば、酸化リチウム（Li2O）、窒化リチウム
（Li3N）、炭化リチウム、水酸化リチウム（LiOH）、酢酸リチウム（LiCH3CO2）、炭酸リ
チウム（Li2CO3）、硫酸リチウム（Li2SO4）、硝酸リチウム（LiNO3）、リン酸リチウム
（Li3PO4）、ケイ酸リチウム（Li4SiO4）、アルミン酸リチウム（LiAlO2）、リン酸鉄リ
チウム（LiFePO4）、フッ化リン酸鉄リチウム（Li2FePO4F）、チタン酸リチウム（Li4Ti5
O12）、チタン酸リチウム（Li2TiO3）、ニオブ酸リチウム（LiNbO3）、タンタル酸リチウ
ム（LiTaO2）、等を挙げることができるがこれらに限定するものではない。また、リチウ
ム複合材料としては、リチウムホウ酸塩ガラス、リチウムケイ酸塩ガラス、二ケイ酸リチ
ウムガラス等のリチウムガラス、リチウムガラスを主成分として含むリチウムガラスセラ
ミック、リチウムマグネシウム合金やリチウムアルミニウム合金等のリチウム合金、酸化
リチウムを主成分として含むリチウムセラミック、リチウム元素を固溶しているリチウム
固溶セラミック、リチウム原子内包フラーレン、等を挙げることができるがこれらに限定
するものではない。以上のリチウム材料の中でリチウムは低融点ではあるものの7Li(ｐ,
ｎ)反応の閾値（約２MeV）が低いので最も好ましい。リチウムガラス、リチウムガラスセ
ラミック、リチウム原子内包フラーレンは、リチウムの単体が溶出することがないので好
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ましい。
【００２８】
　本発明複合型ターゲットのもう一つの材料を結晶配向性炭素材料とする主な理由は、金
属類に比べて陽子及び中性子による放射化を軽減するために有効であること、及び金属類
と同様又はそれ以上にターゲットで発生する熱の熱伝導性及び熱拡散性に優れているから
である。また、有害且つ放射化能の高い速中性子が低減された低エネルギー中性子を発生
させる上で結晶配向性炭素材料が金属類に比べて好ましいからである。
【００２９】
　上記結晶配向性炭素材料は、放射化されにくい材料であることが好ましく、熱中性子及
び熱外中性子の吸収が少ないことが好ましく、中性子減速効果が高いことが好ましく、放
射線耐久性が高いことが好ましく、熱負荷に耐えるために高融点であることが好ましく、
ターゲットで発生した熱を伝導、拡散するための熱伝導性、熱拡散性が優れていることが
好ましく、ベリリウム材料（又はリチウム材料）との接着性に優れていることが好ましく
、中性子発生可能な材料であることが好ましい。
【００３０】
　一般に、炭素材料とは、周期律表における十四族元素の中から選ばれた炭素元素の単一
元素材料（以下、炭素という）のことであるので、本発明における炭素材料もこの定義に
従う。また、一般に、結晶性とは、物質を構成する原子や分子が空間的に繰り返しパター
ンを持って配列していることをいい、配向性とは、分子や結晶の向きが揃っていることを
いうので、本発明における結晶配向性もこの定義に従う。すなわち、本発明における結晶
配向性炭素材料とは、炭素原子又は炭素分子から成る結晶性の炭素であり、且つ、結晶の
向きが揃っている炭素のことである。本発明における結晶配向性炭素材料としては、以下
に説明する単結晶黒鉛、高配向熱分解黒鉛（ＨＯＰＧ：highly-oriented pyloritic grap
hite）、カーボンファイバー、カーボンナノファイバー、気相成長炭素繊維（ＶＧＣＦ：
vapor-grown carbon fiber）、カーボンウイスカー、カーボンナノチューブ類、グラフェ
ン類、単結晶ダイヤモンド、エピタキシャルダイヤモンド、等を挙げることができるが、
これらに限定するものではない。単結晶黒鉛は、炭素原子の六員環（一部に五員環を含む
場合も含まれる）が平面的に連なったハニカム形状の層（グラファイト層と言う）が、弱
いファンデルワールス力で結合して層状構造を形成し、この層状構造が結晶の如く規則性
をもって配列しており、グラファイト層の面（以下、グラファイト面と言う）が秩序よく
同一の方向に向いている。HOPGは、単結晶黒鉛のような完全な結晶配向性ではないものの
単結晶黒鉛に類似するような高い結晶配向性を有する黒鉛材料である。カーボンファイバ
ー、カーボンナノファイバー、ＶＧＣＦ、及びカーボンウイスカーは、黒鉛の微結晶が繊
維状に凝集しておりその繊維軸方向にグラファイト層が配向している黒鉛材料である。カ
ーボンナノチューブ類は、分子の中心に中空がありこの中空を覆うように一層乃至複数層
のグラファイト層で構成されている炭素材料である。グラフェン類は、分子が一層乃至数
層のグラファイト層から構成されている炭素材料である。単結晶ダイヤモンドは、ダイヤ
モンド構造が途切れることなく連続しているダイヤモンドである。エピタキシャルダイヤ
モンドは、基板となる結晶の上にダイヤモンドの結晶を成長させた薄膜状のダイヤモンド
結晶であり、その結晶成長が、下地の基板の結晶面に揃えて配列しているダイヤモンドで
ある。上記本発明における結晶配向性炭素材料のうち、単結晶黒鉛は、通常、グラファイ
ト面における熱伝導率の値が、1500Ｗｍ-1Ｋ-1、熱拡散率（比熱容量当たりの熱伝導率で
与えられる）が、3.4ｍ2ｈ-1程度である。一方、熱伝導性の高い金属材料としてよく知ら
れている銅の熱伝導率は、400Ｗｍ-1Ｋ-1であり、熱拡散率は、0.42ｍ2ｈ-1程度である。
したがって、本発明における結晶配向性炭素材料のうち、単結晶黒鉛や単結晶黒鉛に準ず
る結晶配向性を有するＨＯＰＧ、カーボンファイバー、カーボンナノファイバー、ＶＧＣ
Ｆ、カーボンウイスカー、カーボンナノチューブ類、及びグラフェン類は、ターゲットで
発生する熱をグラファイト面に沿って速やかに伝導・拡散させるための熱伝導材料として
好ましい。また、単結晶ダイヤモンドは、熱伝導率の値が、2300Ｗｍ-1Ｋ-1、熱拡散率が
、4.6ｍ2ｈ-1程度である。したがって、本発明における結晶配向性炭素材料のうち、単結
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晶ダイヤモンドや結晶配向性が単結晶ダイヤモンドに準ずるエピタキシャルダイヤモンド
は、ターゲットで発生する熱を等方的（３次元的）に速やかに伝導・拡散させるための熱
伝導材料として好ましい。本発明における結晶配向性炭素材料は、通常、嵩密度が1.5ｇ
ｃｍ-3～3.5ｇｃｍ-3の範囲にあるものが使用可能である。本発明においては、嵩密度が1
.5ｇｃｍ-3未満の結晶配向性炭素材料は使用不可能ではないが、嵩密度が1.5ｇｃｍ-3未
満であると炭素原子と陽子及び中性子との衝突が不十分になることもあるので、嵩密度は
1.5ｇｃｍ-3以上であることが好ましい。また、嵩密度が3.5ｇｃｍ-3を超えると常圧下に
おける安定相はダイヤモンドであるので、物質として存在する炭素材料の嵩密度の最大値
は3.5ｇｃｍ-3程度である。本発明で用いる結晶配向性炭素材料は、従来の工業材料とし
て用いられている結晶配向性炭素材料が使用可能であり、より高密度に改良された結晶配
向性炭素材料はより好ましい。
【００３１】
　上記結晶配向性炭素材料の中で、単結晶黒鉛、ＨＯＰＧ、カーボンファイバー、単結晶
ダイヤモンド、及びエピタキシャルダイヤモンドは、工業材料として製造されており、バ
ランスのとれた前記の物性を有するだけでなく、とりわけ熱伝導及び熱拡散性に優れてお
り、放射性核種を生成しにくい材料であり、意外にも水素脆化を起こしにくいという性質
も有するのでさらに好ましい。
【００３２】
　また、本発明における結晶配向性炭素材料は、上記に挙げた単結晶黒鉛、ＨＯＰＧ、カ
ーボンファイバー、単結晶ダイヤモンド、及びエピタキシャルダイヤモンドの中の少なく
とも一つの材料とこれ以外の炭素系材料を複合して成る炭素系複合材料とすることができ
る。複合させる炭素系材料は、一つでもよいし複数でもよい。このような炭素系材料とし
ては、例えば、等方性黒鉛、多孔性カーボン、ダイヤモンド、ダイヤモンドライクカーボ
ン、グラッシーカーボン、フラーレン、ポリアセチレン、窒化炭素、炭化ケイ素、等を挙
げることができるが、これらに限定するものではない。例えば、等方性黒鉛との複合は、
ベリリウム材料（又はリチウム材料）と結晶配向性炭素材料を重ね合わせて成る複合体と
等方性黒鉛のブロック状の成形体の張り合わせによって行うことができる。等方性黒鉛の
成分比率は、特に限定するものではないが、通常５０％以上である。こうすることによっ
て、ターゲットで発生する熱をターゲットの底面に伝導させることも可能なので、さらに
効率的なターゲットの冷却が可能である。
【００３３】
　ターゲットで発生する中性子の平均エネルギーは、入射陽子のエネルギーの約５分の１
であることが知られている（非特許文献１）。したがって、例えば、８MeVの陽子をベリ
リウム材料に衝突させて発生させる中性子の平均エネルギーは約１.６MeVであり、３MeV
の陽子をリチウム材料に衝突させて発生させる中性子の平均エネルギーは約０.６MeVであ
ることが予想される。この中性子の平均エネルギー値は、高速中性子のエネルギー範囲で
あるので、上記発生中性子をＢＮＣＴ等の医療用に用いるためには、減速材によって熱中
性子乃至熱外中性子のエネルギーにまで減速させる必要がある。軽水（H2O）、重水（D2O
）、ベリリウム（Be）、酸化ベリリウム（BeO）、及び黒鉛（C）等の炭素系材料は、鉄な
どの鉄系金属、銅などの非鉄金属、及びタングステン等の重金属が中性子を減速する性質
をほとんど示さないことに比べて、中性子減速比（中性子の減速能の値を中性子の吸収能
で割った値であり、この値が大きいほど良い減速材である）が上記金属の減速比の１００
０倍以上大きいことから、原子炉等の中性子減速材として一般的に使用されている。中で
も黒鉛等の炭素系材料は、軽水の中性子減速比よりも大きく、また中性子減速距離（高速
中性子が減速して熱中性子になるまでの移動距離であり、フェルミ年齢τｃｍ2の平方根
として与えられる）が、約２０ｃｍと比較的短いことから（軽水の中性子減速距離の約４
倍、重水の中性子減速距離の約２倍）（非特許文献２）、熱中性子乃至熱外中性子を得る
ための中性子減速材として好適な材料である。また、黒鉛等の炭素系材料は、水と同様の
中性子透過性を有するものと予想されることから、黒鉛等の炭素系材料中の中性子透過率
（I/I0：入射中性子の強さに対する透過後の中性子の強さの比率）は、水の中性子透過率
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の測定データ（I/I0＝10-0.08T、ここでTｃｍは中性子の透過距離であり、入射中性子は
１MeVである）（非特許文献３）に基づき、例えば、本発明における黒鉛材料の厚みを３
ｃｍとすると中性子透過率は、約６０%であると見積もられるので、約４０％の高速中性
子の透過を抑止できることが予想される。また、例えば、本発明における黒鉛材料の厚み
を２０ｃｍ以上とすると、高速中性子の透過をほぼ完全に抑止し、熱中性子及び熱外中性
子として得られることが予想される。
【００３４】
　また、本発明における結晶配向性炭素材料は、使用に際しての機械的強度等を向上させ
るために、所望に応じて、適宜、補強材の添加が可能である。補強材としては、放射化さ
れにくい材料であることが好ましい。このような材料としては、例えば、エポキシ樹脂、
ガラス繊維、各種のセラミック材料を挙げることができるが、これらに限定するものでは
ない。
【００３５】
　陽子とターゲットの衝突による中性子発生においては、ターゲットで発生する熱を如何
にして効率的に排熱するかが非常に重要である。通常、ターゲットの単位表面積当たりの
熱負荷の最大値は陽子の出力をターゲットの表面積で割った値とみなされるので、ターゲ
ット表面からの排熱能力は、ターゲットの熱負荷以上に設計しなければならない。例えば
、ＢＮＣＴ等の医療用の中性子を発生させるために必要な陽子の出力は少なくとも３０ｋ
W程度であると試算されているので、例えばターゲットの表面積が３０ｃｍ2であるとする
と熱負荷は１０ＭＷｍ-2にもなる。陽子の出力は、出力が高いほど中性子の発生線量が多
くなるので、可能な限り高い値に設定することに越したことはないのであるが、従来は一
種類のターゲット材料を用いていたので、例えば、出力３０ｋWの陽子線を表面積３０ｃ
ｍ2のターゲット材料に照射する場合には、ターゲット材料表面の水冷による直接冷却が
困難であるために、ターゲット材料よりも表面積の大きい金属製の熱伝導板を介した冷却
法が提案されている（特許文献６）。しかし、この方法ではリチウム等の融点の低い材料
を用いた固体ターゲットの使用は殆ど困難であった。これに対して、ベリリウム材料（又
はリチウム材料）と結晶配向性炭素材料を重ね合わせて成る複合体である本発明複合型タ
ーゲットは、結晶配向性炭素材料がもつ高い熱伝導性及び熱拡散性を利用することによっ
てターゲットで発生する熱を速やかに系外に排熱することが可能であるので、陽子の出力
を従来の出力値よりも大きくすることが可能であり、例えば１００ｋW程度の出力の陽子
でも使用可能である。本発明複合型ターゲットは、上記のようなターゲットの熱問題を解
決するために有効である。
【００３６】
　本発明において、ターゲットをベリリウム材料（又はリチウム材料）と結晶配向性炭素
材料を重ね合わせて成る複合体とする理由は、ターゲットで発生する熱を上記結晶配向性
炭素材料が持つ高い熱伝導率・熱拡散率を利用して系外に排熱するために両材料の重ね合
わせが有効であるためである。例えば、結晶配向性炭素材料として単結晶黒鉛のようなグ
ラファイト面の熱伝導性がグラファイト面に直交する面の熱伝導性よりも桁違いに高い材
料を用いる場合には、単結晶黒鉛のグラファイト面とベリリウム材料（又はリチウム材料
）を重ね合わせて成る複合体とすることによって、ターゲットで発生する熱をグラファイ
ト層に沿って速やかにターゲット表面に伝導・拡散させることが可能である。このように
して伝導された熱は、該ターゲットに設けた冷却機構によって速やかに排熱され、その結
果、ターゲットの効率的な冷却が可能である。この場合には冷却機構をグラファイト面に
直交するような位置、すなわち、ターゲットの側面、に設けるのが有効である。また、例
えば、結晶配向性炭素材料として単結晶ダイヤモンドのような金属材料よりも高い熱伝導
性を持ち、且つ金属材料の様に熱伝導が等方的に行われるような材料を用いる場合でも、
単結晶ダイヤモンドの表面とベリリウム材料（又はリチウム材料）を重ね合わせた複合体
とすることによって、ターゲットで発生する熱をダイヤモンドの結晶面のあらゆる方向か
らターゲット表面に伝導・拡散させることが可能である。このようにしてあらゆる方向に
伝導された熱は、該ターゲットに設けた冷却機構によって速やかに排熱され、その結果、
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ターゲットの効率的な冷却が可能である。この場合には冷却機構をターゲットの側面や、
ターゲットの内部や、ターゲットの低面に設けることが可能である。また、例えば、結晶
配向性炭素材料としてカーボンファイバーのような繊維軸方向に結晶配向性を有する材料
を用いる場合には、カーボンファイバーを繊維軸方向に揃えて結束させたシート状のカー
ボンファイバーの表面にベリリウム材料（又はリチウム材料）を重ね合わせた複合体とす
ることによって、ターゲットで発生する熱をカーボンファイバーの繊維軸に沿ってターゲ
ット表面に伝導・拡散させることが可能である。このようにして伝導された熱は、該ター
ゲットに設けた冷却機構によって速やかに排熱され、その結果、ターゲットの効率的な冷
却が可能である。この場合には冷却機構をターゲットの側面に設けるのが有効である。ま
た、本発明複合型ターゲットに用いる複合体の個数は、限定するものではない。複合体を
両材料が交互に重なり合うように複数個積層させた複合体とすることによって、伝熱面積
を飛躍的に大きくすることが可能であるので、こうすることによってターゲットで発生す
る熱をより効率的にターゲット表面に伝導することが可能である。上記のようにして熱伝
導や熱拡散によって速やかにターゲット表面に伝導された熱は、ターゲットの側面、内部
、又は底面に設けられた間接的又は直接的な冷却機構によって、実際上の系外への排熱が
可能になり、それによってターゲットの冷却が可能になるわけである。
【００３７】
　本発明複合型ターゲットの具体的態様としては、例えば、一枚のベリリウム材料（又は
リチウム材料）と結晶配向性炭素材料を重ね合わせた後、ターゲットに成形する、厚みの
薄いベリリウム材料（又はリチウム材料）と結晶配向性炭素材料を重ね合わせて成る複合
体を両材料が交互に重なり合う様に複数個積層後、ターゲットに成形する、等を挙げるこ
とができるがこれらに限定するものではない。積層個数は限定するものではないが、積層
個数を多くすることによって伝熱面積を飛躍的に大きくすることが可能である。
【００３８】
　本発明複合型ターゲットの成形方法は、用いる材料の種類や厚み等に応じて適宜決めら
れるものであり、特定の加工方法に限定するものではない。例えば、ベリリウム材料と結
晶配向性炭素材料の重ね合わせよる複合体の形成は、ホットプレス、ＨＩＰ処理（熱間静
水圧成形：Hot-Isostatic-Pressing）、蒸着法、等によって行うことができる。比較的厚
いベリリウム材料と結晶配向性炭素材料の重ね合わせに成る複合体は、ホットプレスやＨ
ＩＰ処理が好ましく、比較的薄いベリリウム材料と結晶配向性炭素系材料の重ね合わせに
成る複合体の形成は、蒸着法が好ましい。ベリリウム材料と結晶配向性炭素材料のホット
プレスは、通常、２００℃～常圧におけるベリリウム材料の融点までの温度下、１０3キ
ロパスカル～１０5キロパスカルの圧力下で行うことができ、ＨＩＰ処理は、通常、１０
０℃～常圧におけるベリリウム材料の融点までの温度下、１０4キロパスカル～１０6キロ
パスカルの圧力下で行うことができ、蒸着は、炭素系材料基板の温度が室温～ベリリウム
材料の融点までの温度下、１０-3パスカル～１０-6パスカルの圧力下で行うことができる
。例えば、ベリリウムと結晶配向性炭素材料を９００℃以上のＨＩＰ処理によって重ね合
わせることによって、接合界面にベリリウムカーバイドを生じさせることができるので、
これによって接着力を向上させることができる。また、例えば、リチウム材料と結晶配向
性炭素材料の重ね合わせに成る複合体の形成は、ホットプレス、ＨＩＰ処理、蒸着法、等
によって行うことができる。比較的厚いリチウム材料と結晶配向性炭素材料の重ね合わせ
に成る複合体の形成は、ホットプレスやＨＩＰ処理が好ましく、比較的薄いリチウム材料
と結晶配向性炭素材料の重ね合わせに成る複合体の形成は、蒸着法が好ましい。リチウム
材料と結晶配向性炭素材料のホットプレスは、通常、室温（２３℃）～常圧におけるリチ
ウム材料の融点までの温度下、１０3キロパスカル～１０5キロパスカルの圧力下で行うこ
とができ、ＨＩＰ処理は、通常、室温～常圧におけるリチウム材料の融点までの温度下、
１０4キロパスカル～１０6キロパスカルの圧力下で行うことができ、蒸着は、結晶配向性
炭素材料基板の温度が室温～リチウム材料の融点までの温度下、１０-3パスカル～１０-6

パスカルの圧力下で行うことができる。厚みの薄いベリリウム材料（又はリチウム材料）
と結晶配向性炭素材料の重ね合わせに成る複合体を複数個積層したターゲットは、例えば
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、厚みの薄い結晶配向性炭素材料上にベリリウム材料（又はリチウム材料）を蒸着するこ
とによって作製されるシートや、厚みの薄い結晶配向性炭素材料に厚みの薄いベリリウム
材料（又はリチウム材料）を圧延接着して作成されるシートを、ベリリウム材料（又はリ
チウム材料）と結晶配向性炭素材料が交互に接するように積層し、ホットプレスやＨＩＰ
処理等によってターゲット形状に圧着成形することによって作製することができる。ベリ
リウム材料やリチウム材料の結晶配向性炭素材料へのコーティングは、例えばＣＶＤ法（
化学蒸着法：chemical vapor deposition）によって可能である。
【００３９】
　本発明複合型ターゲットにおけるベリリウム材料（又はリチウム材料）の厚さは、陽子
の衝突による中性子発生反応を結晶配向性炭素材料にも分担させることが可能なので、特
に限定するものではないが、ベリリウム材料（又はリチウム材料）中での陽子の理論的飛
程よりもかなり薄くすることができる。なぜなら、結晶配向性炭素材料がベリリウム材料
（又はリチウム材料）の支持材及び冷却材として機能するからである。また、上記理由に
より各材料が負担する熱負荷を軽減されるからである。上記理論的飛程は、陽子の入射エ
ネルギーと物質の阻止能によって計算できる。例えば、ターゲット材料がベリリウムの場
合、１１MeVの陽子のベリリウム中での理論的飛程は、約０.９４ｍｍであるので、従来の
ベリリウムだけから構成されているターゲットの場合には、１ｍｍ以上の厚みが必要であ
った。しかし、本発明ターゲットにおけるベリリウムは、１ｍｍよりもかなり薄くするこ
とが可能である。本発明ターゲットにおけるベリリウム材料がベリリウムである場合のベ
リリウムの厚さは、好ましくは、０.０１ｍｍ以上であり１ｍｍ未満である。さらに好ま
しくは、ベリリウムの厚さは０.１ｍｍ以上であり０.５ｍｍ以下である。ベリリウムの厚
さが０.０１ｍｍ未満であると耐熱性が著しく低下するので０.０１ｍｍ以上であることが
好ましい。また、陽子の衝突による核反応の一部をベリリウムで分担させるためには、ベ
リリウムの厚さは１ｍｍ未満であることが好ましい。同様にしてターゲット材料がリチウ
ムの場合、１１MeVの陽子のリチウム中での理論的飛程は、約２ｍｍであるので、従来の
リチウムだけから構成されているターゲットの場合には、２ｍｍ以上の厚みが必要であっ
た。しかし、本発明複合型ターゲットにおけるリチウム材料がリチウムである場合のリチ
ウムの厚みは、２ｍｍよりもかなり薄くすることが可能である。本発明複合型ターゲット
におけるリチウムの厚さは、好ましくは、０.０１ｍｍ以上、１ｍｍ以下である。さらに
好ましくは、０.０５ｍｍ以上０.５ｍｍ以下である。リチウムの厚さが０.０１ｍｍ未満
であると耐熱性が低下するので０.０１ｍｍ以上であることが好ましい。また、陽子の衝
突による反応の一部をリチウムで分担させるためにはリチウムの厚さは１ｍｍ以下である
ことが好ましい。耐熱性を維持し、且つ陽子の衝突による核反応の一部をリチウムで分担
させるためには、リチウムの厚さは０.０５ｍｍ以上であり０.５ｍｍ以下であることがよ
り好ましい。
【００４０】
　本発明複合型ターゲットは、ベリリウム材料（又はリチウム材料）と結晶配向性炭素材
料の厚さ方向の比率を限定するものではない。本発明複合型ターゲットは、当該比率を用
いるターゲット材料や照射陽子の加速エネルギーに応じて適宜設定することが可能であり
、通常は結晶配向性炭素材料の厚さをベリリウム材料（又はリチウム材料）の厚さの１０
倍以上に設定する。この主な理由は、結晶配向性炭素材料の中性子発生効率が、通常、ベ
リリウム材料（又はリチウム材料）の中性子発生効率に比べて一ケタ以上小さいことによ
る。
【００４１】
　本発明複合型ターゲットは、該複合型ターゲットの表面に真空シールを付帯することが
できる。真空シールを付帯することの主な理由は、本発明ではターゲットへの陽子照射を
真空下で行うので、真空下でのターゲットの取扱・操作を行うためである。また、真空シ
ールを付帯することによる副次的な効果として、大気に接触することによる酸化性の雰囲
気での酸化劣化を防止する効果がある。真空シールは、ターゲットが大気と接する部分だ
けのシールであってもよいし、あるいはターゲット全体のシールであってもよい。真空シ
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ールのためのシール材料は、特に限定するものではないが、軽金属材料や非金属材料は重
金属類に比べて放射化されにくい性質を持つので好ましい。軽金属材料としては、例えば
、マグネシウム、アルミニウム、ホウ素、スズ、亜鉛、ケイ素、これらの軽金属材料の合
金、各種のセラミック材料、等を挙げることができるがこれらに限定するものではない。
また、非金属材料としては、例えば、ガラス、エポキシ樹脂、ガラス繊維強化プラスチッ
ク、等を挙げることができるがこれらに限定するものではない。
【００４２】
　また、本発明複合型ターゲットは、該複合型ターゲットの表面に真空シールを付帯し、
且つ該複合型ターゲットに冷媒流路を有する冷却機構を付帯することができるのであるが
、上記冷却機構を付帯することの主な理由は、ターゲットで発生する熱を実際上、効率的
に系外に排熱することによってターゲットを冷却するためである。上記冷却機構を複合型
ターゲットに設ける個所は、特に限定するものではないが、複合型ターゲットの側面に冷
却機構を設ける場合には、必要に応じて熱伝導性の高い伝熱板を介して水冷することが可
能である。複合型ターゲットの内部に冷却機構を設ける場合には、結晶配向性炭素材料の
内部に冷媒流路を設けることが可能であり、また、ベリリウム材料（又はリチウム材料）
と結晶配向性炭素材料を重ね合わせて成る複合体を複数個積層し、隣り合う複合体の隙間
に冷媒流路を設けることも可能である。この場合の冷媒としては、例えば、冷却水等の液
体、ヘリウムガス等の熱伝導率の高い気体を用いるのが好ましい。また、複合型ターゲッ
トの底面に冷却機構を設けることも可能である。この場合には、中性子による放射化の問
題が殆ど生じないような材料を用いることが好ましい。このような材料としては、例えば
本発明における結晶配向性炭素材料を挙げることができる。また、本発明複合型ターゲッ
トは、ターゲットと冷却機構が一体化したカートリッジ型構造とすることが可能である。
こうすることによって、ターゲットで発生した熱を効率的に系外に排熱することが可能で
あり、ターゲットの劣化に際して、新品との着脱交換を遠隔操作によって簡易に行うこと
が可能である。
【００４３】
　本発明複合型ターゲットを用いて発生させることができる中性子は、熱中性子乃至熱外
中性子を多く含む低エネルギー中性子である。低エネルギー中性子とは、有害且つ放射化
能の高い高速中性子が低減された中性子のことである。高速中性子は、熱中性子又は熱外
中性子に比べてエネルギーが二桁以上高いので生物学的に有害であり且つ放射化能が極め
て高い。中性子の種類には、高速中性子（速中性子ともいう）、熱外中性子、熱中性子、
及び冷中性子があるが、これらの中性子は、エネルギー的に明確に区分されているもので
はなく、炉物理、遮へい、線量計測、分析、医療などの分野によってエネルギー区分が異
なる。例えば、原子力防災基礎用語によれば、「速中性子とは、中性子のうち、大きな運
動量をもつものを速中性子（高速中性子）とよび、炉物理、遮へい、線量計測などの分野
によってこの値は異なるが、０.５MeV以上を速中性子というのが一般的である」と記述さ
れている。また、医療分野では、熱外中性子とは、１eV～１０keVの範囲の中性子という
のが一般的であり、熱中性子とは、０.５eV以下の中性子というのが一般的である。本発
明でいう低エネルギー中性子とは、０.５MeV以上の高速中性子が低減された中性子のこと
をいう。本発明で用いる加速エネルギーが２MeV以上４MeV以下の陽子を本発明複合型ター
ゲット（リチウム材料と結晶配向性炭素材料を重ね合わせて成る複合体とするターゲット
）に照射すると、平均エネルギーが０.３MeV程度の中性子を発生することができる。また
、本発明で用いる加速エネルギーが６MeV以上８MeV以下の陽子を本発明複合型ターゲット
（ベリリウム材料と結晶配向性炭素材料を重ね合わせて成る複合体とするターゲット）に
照射すると、０.５MeV以上の高速中性子の発生量を、従来のベリリウムだけのターゲット
に比べて少なくとも３０％程度低減可能である。
【００４４】
　本発明複合型ターゲットを用い、これに低エネルギーの陽子を真空下で衝突させること
によって中性子を発生させることができる。上記低エネルギーの陽子とは、ターゲットと
の衝突によって核反応を生じさせることができる陽子エネルギーの閾値（核反応の閾値と
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いう）乃至閾値の数倍程度の範囲のエネルギーを有する陽子のことである。また、照射陽
子の加速エネルギーを上記核反応の閾値乃至閾値の数倍程度とするのは、高速中性子が低
減された低エネルギー中性子を発生させるためである。上記陽子の加速エネルギーは、本
発明複合型ターゲットを構成しているターゲット材料の種類によって適宜設定する必要が
ある。ターゲット材料としてベリリウム材料を用いる場合の照射陽子の加速エネルギーは
、好ましくは４MeV以上１１MeV未満であり、さらに好ましくは６MeV以上８MeV以下である
。7Be(ｐ,ｎ)反応の閾値が約４MeVであるので、陽子の加速エネルギーが４MeV未満である
と中性子の発生効率が著しく低下するので、本発明において使用する陽子の加速エネルギ
ーは４MeV以上であることが好ましい。また、陽子の加速エネルギーが１１MeV以上である
とターゲット等の部材の放射化が著しくなるだけでなく高速中性子の発生が多くなるので
、陽子の加速エネルギーは１１MeV未満であることが好ましい。有害且つ放射化能の高い
高速中性子が低減された低エネルギー中性子を発生させるためにより好ましい陽子は、６
MeV以上８MeV以下である。また、ターゲット材料としてリチウム材料を用いる場合の照射
陽子の加速エネルギーは、好ましくは２MeV以上４MeV以下である。7Li(ｐ,ｎ)反応の閾値
が約２MeVであるために陽子の加速エネルギーが２MeV未満であると中性子の発生効率が著
しく低下するので、本発明において使用する陽子の加速エネルギーは２MeV以上であるこ
とが好ましい。また、陽子の加速エネルギーが４MeVを超えるとターゲット等の部材の放
射化が著しくなるだけでなく高速中性子の発生が多くなるので、陽子の加速エネルギーは
４MeV以下であることが好ましい。有害且つ放射化能の高い高速中性子が低減された低エ
ネルギー中性子を発生させるためにより好ましい陽子は、２MeV以上４MeV以下である。ま
た、真空下で陽子を複合型ターゲットに衝突させるのは、照射陽子の強度低下の防止や大
気汚染防止のためである。したがって高真空であることに越しこしたことはないのである
が、通常、真空度は、１０-4パスカル～１０-8パスカルの範囲である。
【００４５】
　本発明複合型ターゲットと、陽子発生のための水素イオン発生部と、水素イオン発生部
で発生する陽子を加速するための加速器と、加速器によって加速された陽子をターゲット
に照射するための陽子照射部とを備えた中性子発生装置によって中性子を発生することが
可能である。前記加速器として線形加速器を設け、前記ターゲットとして本発明複合型タ
ーゲットを用い、複合型ターゲットを前記陽子照射部に配置した中性子発生装置とするこ
とができる。前記水素イオン発生部は、水素イオンを発生させるための水素イオン発生器
を設けている。水素イオン発生器は、特に限定するものではなく、従来の水素イオン発生
器を用いることができる。発生水素イオンは、加速するための加速器に送られる。前記加
速器は、直線加速器であるが、直線加速器であれば、特に限定するものではなく、従来の
直線加速器を用いることができる。このような直線加速器として、例えば、高周波四重極
線形加速器、静電直線加速器、常伝導直線加速器、超伝導直線加速器、等を挙げることが
できる。高周波四重極直線加速器は、静電加速器に比べて小型の装置で大電流の陽子を発
生することができるだけでなく、ガンマ線、X線等の放射線の発生が非常に少ないので、
静電直線加速器よりも好ましい。前記線形加速器として、陽子を２MeV以上１１MeV未満の
範囲に加速することができる線形加速器は、比較的小型の直線加速器によって有害且つ放
射化能の高い高速中性子が低減された低エネルギーの中性子を発生させるために有効であ
る。前記陽子照射部は、加速器によって加速された陽子をターゲットに照射するためであ
り、中性子を発生させるためのターゲットと、通常、陽子の収束・拡散・走査や陽子エネ
ルギーの分級等を行うための陽子ビームの調整手段が設けられている。該陽子照射部は、
特に限定するものではなく、従来の四重極電磁石又は偏向電磁石を備える陽子照射部を用
いることができる。
【００４６】
　以下に図面を参照しつつ本発明の一側面を実施の形態（以下、「本実施形態」とも表記
する）として詳細に説明する。
【００４７】
　陽子を衝突させて中性子を発生させるための本実施形態に係る複合型ターゲットは、ベ
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リリウム材料（又はリチウム材料）と結晶配向性炭素材料を重ね合わせて成る複合体とす
る複合型ターゲットである。該複合型ターゲットにおける各材料は、界面を介して接して
いる構造を有する。このようなターゲットとしては、下記のような形状を有するターゲッ
トが可能である。例えば、ベリリウム材料（又はリチウム材料）と結晶性配向性炭素材料
を重ね合わせて成る複合体をターゲット形状に成形したターゲット、該複合体を複数個積
層させて成る複合体をターゲット形状に成形したターゲット、等を例示することができる
が、これらに限定するものではない。結晶配向性炭素材料は、単一材料でもよいし、複数
の結晶配向性炭素材料を複合した炭素系複合材料とすることもできる。また、前記複合型
ターゲットが真空シールを付帯した複合型ターゲット、前記複合型ターゲットが真空シー
ルを付帯し、且つ、冷媒流路を有する冷却機構を付帯するカートリッジ型構造の複合型タ
ーゲットとすることが可能である。また、必要に応じて、複合型ターゲットにおけるベリ
リウム材料（又はリチウム材料）と結晶配向性炭素材料との剥離防止等のために複合型タ
ーゲットの表面に切り込み溝を入れることが可能であり、ターゲットで発生する熱を冷却
機構に確実に伝導させるために冷却機構とターゲットの中間に伝熱板を設けることも可能
である。
【００４８】
　図１は、本実施形態に係る複合型ターゲットの概略図である。図に示すように本発明複
合型ターゲット８は、ベリリウム材料（又はリチウム材料）１と結晶配向性炭素材料２を
重ね合わせて成る複合体の形状を有するターゲット３、及び該ターゲットの側面及び内部
に冷媒の流路５を有する冷却機構６を付帯している複合型ターゲット８である。上記冷媒
の流路５としては、液体の冷媒の流路だけでなく、気体の冷媒の流路も設けることができ
る。そしてターゲット３には、大気側に位置する炭素材料の表面をシールするための真空
シール４が施されている。また、必要に応じて、炭素材料の片面にベリリウム材料（又は
リチウム材料）を仕切って付着させるための溝７を設けることができる。
【００４９】
　図２は、本実施形態に係る複合型ターゲットの概略図である。図に示すように複合型タ
ーゲット８は、ベリリウム材料（又はリチウム材料）１と結晶配向性炭素材料２を重ね合
わせて成る複合体の形状を有するターゲット３、及び該ターゲットの側面及び内部に冷媒
の流路５を設けた冷却機構６を付帯している複合型ターゲット８である。上記冷媒の流路
５としては、ターゲットの内部とターゲットの側面に共通の冷媒の流路を設けることがで
きる。そしてターゲット３には、大気側に位置する炭素材料の表面をシールするための真
空シール４が施されている。また、必要に応じて、炭素材料の片面にベリリウム材料（又
はリチウム材料）を仕切って付着させるための溝７を設けることができる。
【００５０】
　図３は、本実施形態に係る複合型ターゲットの概略図である。図に示すように本発明複
合型ターゲット８は、ベリリウム材料（又はリチウム材料）１と結晶配向性炭素材料２を
重ね合わせて成る複合体を両材料が交互に重なり合うように複数個積層させた形状を有す
るターゲット３、及び該ターゲットに冷媒の流路５を設けた冷却機構６を付帯している複
合型ターゲット８である。上記冷媒の流路５としては、液体の冷媒の流路を設けることが
できる。そしてターゲット３には、大気側に位置する炭素系材料の表面をシールするため
の真空シール４が施されている。
【００５１】
　図４は、実施の形態に係る本発明複合型ターゲットを用いる中性子発生方法を例示する
概略図である。図に示すように、本発明複合型ターゲット９に所定の加速エネルギー（２
MeV以上１１MeV未満）を有する陽子１０を真空下で衝突させることによって低エネルギー
の中性子１１を発生させることが可能である。
【００５２】
　図５は、実施の形態に係る本発明複合型ターゲットを用いる中性子発生装置を例示する
概略図である。図に示すように、本実施形態に係る中性子発生装置は、水素イオン発生部
１７、線形加速器１８、及び陽子照射部１９がフランジ２０を介して連結している。そし
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て、陽子照射部内には複合型ターゲット１２を備える。水素イオン発生部１７には水素イ
オン発生器が設けられており、発生水素イオン１３は、線形加速器１８に導入され、加速
される。線形加速器１９によって所定のエネルギーまで加速された陽子１４は、同線形加
速器１５の先端部に連結された陽子照射部１８に導入され、同陽子照射部１９に設けられ
た複合型ターゲット１２に衝突して、低エネルギーの中性子１５を発生させる。上記線形
加速器１８は、２MeV以上１１MeV未満の陽子を発生することができる直線加速器であれば
特に限定するものではない。また、陽子照射部１９には、通常、四重極電磁石又は偏向電
磁石が設けられる。
【００５３】
　図６は、ベリリウム（又はリチウム）２１が金属製の支持体２２に付着している従来の
ターゲットを例示する断面の概略図である。
【００５４】
　以上のように、本発明は、陽子をターゲットに衝突させて中性子を発生させるための新
規のターゲットである。以上までにおいて説明した実施の形態のように、ターゲットがベ
リリウム材料又はリチウム材料と結晶配向性炭素材料を重ね合わせて成る複合体であるの
で、有害且つ放射化能の高い高速中性子が低減された低エネルギーの中性子の発生が可能
であること、ターゲットで発生する熱の排熱が容易であること、冷却機構がターゲットに
付帯されているので効率的な冷却が可能であること、ターゲットと冷却機構とが一体化し
たカートリッジ型構造とすることが可能であるので、このターゲットを陽子照射部の先端
部分に設け、ターゲットの劣化に際して新品との着脱交換を遠隔操作によって簡易にでき
るという特長を有する。
【００５５】
　また、上述の通り、本発明複合型ターゲットの構成材料である結晶配向性炭素材料は、
中性子減速効果を備えうるので、高速中性子の発生が低減される。これにより、以上まで
において説明した実施の形態では、発生中性子を減速するための減速機構を小型化するこ
とが可能である。
【００５６】
　また、照射陽子の加速エネルギーが２MeV以上１１MeV未満の比較的低エネルギーの陽子
であるので、陽子によるターゲット等の部材の放射化が著しく低減されること、有害な高
速中性子の発生が抑制されること、加速陽子を小型の線形加速器で発生可能であること、
等の効果が得られる。
【００５７】
　したがって、本発明複合型ターゲットは、小規模の医療機関に設置可能なＢＮＣＴ等の
医療用の中性子を発生するための中性子発生装置の中性子源として有効である。
【００５８】
　以上の説明によって、本発明複合型ターゲットにおける結晶配向性炭素材料は、ターゲ
ットで発生する熱を金属類以上乃至金属類と同様に速やかにターゲット表面に伝導・拡散
することが可能であるので、このことによって、もう一つのターゲット材料であるベリリ
ウム材料（又はリチウム材料）の溶融や溶断を防止することが可能であることは明らかで
あるが、本発明複合型ターゲットにおける結晶配向性炭素材料のもう一つの役割であるタ
ーゲット材料の放射化の低減効果についても以下に理論的に証明することができる。
［理論計算によるシミュレーション］
　ターゲット材料の放射化を予測するために、シミュレーションを行った。該シミュレー
ションは、中性子核反応の核反応断面積の理論計算プログラムであるJENDL-4.0（非特許
文献４）を用いて行った。計算結果の概略を以下に説明する。（１）６MeV陽子とベリリ
ウムの衝突によって生じる核反応は、9Be(p,γ)10B、9Be(p,n)9B、9Be(p,pn)8Be、及び9B
e(p,α)6Liであり、これらの核種の半減期は短く、又これらの核種の実効線量当量率定数
Γe（放射性核種から放射されるガンマ線の線量を示す尺度：単位であるμSvm

2MBq-1h-1

のμSvはマイクロシーベルト、mはメートル、MBqはメガベクレル、hはhourである）は、
ゼロである。（２）６MeV以下の中性子とベリリウムの衝突によって生じる核反応は、9Be
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(n,γ)10Be、9Be(n,2n)8Be、及び9Be(n,α)6Heであり、これらの核種の半減期は短く、又
これらの実効線量当量率定数Γeは、ゼロであった。なお、中性子の加速エネルギーを６M
eV以下としたのは、８MeV陽子とベリリウムの衝突によって発生する中性子の最大エネル
ギーが6.1MeVであることによる。（３）３MeV陽子とリチウムの衝突によって生じる核反
応は、6Li(p,γ)7Be、6Li(p,α)3He、7Li(p,γ)8Be、7Li(p,n)7Be、及び 7Li(p,α)4Heで
あり、これらの生成放射性核種のなかで7Be以外の核種の半減期は短く、また7Be以外の核
種の実効線量当量率定数Γeは、ゼロ又は0.00847であった。（４）３MeVの中性子とリチ
ウムの衝突で生じる核反応は、6Li(n,γ)7Li、6Li(n,p)6He、6Li(n,t)4He、6Li(n,α)3H
、及び 7Li(n,γ)8Liであり、これらの生成放射性核種のなかでトリチウム（t又は3H）以
外の放射性核種の半減期は短く、またトリチウム以外の放射性核種の実効線量当量率定数
Γeは、ゼロ又は0.00847であった。（５）６MeV中性子と周期律表における０族元素、及
び１族元素～８族元素の各元素との衝突によって比較的長い半減期及び比較的高い実効線
量当量率定数Γeを有する放射性核種を生じる元素は、Sc、Ti、Mn、Fe、Co、Ni、Cu、及
びPt等であった。これらの中で、鉄材の放射化によって生成する放射性核種は、54Fe(n,p
)54Mn(半減期312days,Γe0.111)、

54Fe(n,α)51Cr(半減期27.7days,Γe0.0046)、
56Fe(n,

p)56Mn(半減期2.58hours,Γe0.203)、及び58Fe(n,γ)59Mn(半減期44.6days,Γe0.147)で
あり、銅材の放射化によって生成する放射性核種は、63Cu(n,γ)64Cu(半減期12.7hours,
Γe0.0259)、

63Cu(n,γ)60Co(半減期5.27years,Γe0.305)、及び 65Cu(n,p)65Ni(半減期2
.52hours,Γe0.0671)であった。
【００５９】
　以上の理論計算シミュレーションの結果から、本発明複合型ターゲットに用いる結晶配
向性炭素材料は、照射陽子及び発生中性子との核反応による放射性核種の生成は起こらな
いことが予想された。一方、従来、ターゲット材料に用いられている銅材や鉄材などの金
属材料は、照射陽子及び発生中性子との核反応によって各種の放射性核種の生成及びこれ
によるターゲット材料の放射化が予想された。
【００６０】
　　以上、本発明複合型ターゲットにおける材料構成の熱特性及び陽子・中性子による放
射化特性に関する理論計算結果から、本発明複合型ターゲットは、従来の金属製ターゲッ
トよりも放射化を著しく低減することが可能であり、また、ターゲットで発生する熱を金
属材料と同程度乃至それ以上に速やかにターゲット表面に伝導・拡散することが可能であ
り、ターゲット表面に伝導・拡散した熱は、該複合型ターゲットに付帯する冷却機構によ
って系外に排熱することが可能であることから、本発明複合型ターゲット及び本発明複合
型ターゲットを用いる中性子発生方法及び中性子発生装置は、小規模の医療機関に設置可
能なＢＮＣＴ等の医療用の中性子を発生するための中性子発生源、中性子発生方法、及び
中性子発生装置として有効である。
【産業上の利用可能性】
【００６１】
　本発明複合型ターゲットは、ターゲット部分がベリリウム材料（又はリチウム材料）と
結晶配向性炭素材料を重ね合わせて成る複合体であるので陽子及び中性子による部材の放
射化を低減できる、従来よりも比較的低エネルギーの陽子を用いることができるので高速
中性子の生成を低減できる、ターゲットの熱問題を解決することができる、該ターゲット
部分と冷却機構が一体化したカートリッジ型構造の複合型ターゲットは、ターゲットで発
生する熱の実際上の系外への排熱が可能であり、ターゲットの劣化に際して新品との着脱
交換を遠隔操作によって安全・簡易に行うことができる、等の特徴を有する。また、本発
明複合型ターゲットを用いた中性子発生方法、及び中性子発生装置によって、小型の直線
加速器を用いて低エネルギーの中性子を生成可能であるので、本発明複合型ターゲットは
、ＢＮＣＴ等の医療用中性子を生成する上で非常に有益である。
【符号の説明】
【００６２】
１　ベリリウム材料（又はリチウム材料）
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２　結晶配向性炭素材料
３　ターゲット
４　真空シール
５　冷媒流路
６　冷却機構
７　溝
８　複合型ターゲット
９　複合型ターゲット
１０　陽子の流れ
１１　中性子の流れ
１２　複合型ターゲット
１３　水素イオンの流れ
１４　加速陽子の流れ
１５　照射陽子の流れ
１６　発生中性子の流れ
１７　水素イオン発生部
１８　線形加速器
１９　陽子照射部
２０　フランジ
２１　ベリリウム（又はリチウム）
２２　金属製支持体

【図１】 【図２】
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